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第３節 有限会社
(有限会社の本質)

















④ 有限会社は, 社名をもって表示され, １人または２人以上の社員の名をこ






















































添付 21 図 (略)
424(815) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)
(３) de capitalisation
(４) d’epargne




かぎり, または, 会社が組織変更の対象になっていないかぎり, 会社は当該期
間を限度として解散する｡
(一人社員)




L. 2235 条 ① 有限会社は, １人の者から構成される他の有限会社を１人
社員として有することはできない｡









L. 2236 条 すべての社員は, 自らまたは特別の代理権を証する受任者によ
り, 会社の設立証書の作成に参加しなければならない｡
(1966年７月24日法律第66537号第37条)
[参照条文] R. 2231 条
(会社持分の引受および払込)
L. 2237 条 (2001年５月15日法律第2001420号) 《① 会社持分は, 社員に
翻
訳





きから５年を越え得ない期間内に, １回または数回にわけて, 行われる｡ ただ
し, 会社資本は, 金銭をもって払い込むべき新たな会社持分のすべての引受前
に, その全額が払い込まれていなければならず, これに違反するときは, 当該
引受行為は無効とする｡






























２号 共同で資金を受け戻すためには, 受任者は, 出資者全員の書面による授権
により, その正当性を証明する｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第24条)
426(813) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)
(寄託資金の受戻)






全出資者を代表するかぎり, 当該受任者は, 受寄者に対し, 資金の払戻を直接
請求することができる｡















③ 会社が１人の者により構成されるときは, 出資検査役は, その一人社員に
より選任される｡ ただし, 前項所定の要件が満たされているときは, 出資検査
役への依拠は, 強制されない｡
④ 出資検査役が存在しなかったとき, または採用された評価が出資検査役に
より提示された評価と異なっているときは, 社員は, 第三者に対し, 会社設立
翻
訳
法と政治 64巻 3号 (2013年 11月) 427(812)










L. 22311条 (2004年３月25日オルドナンス第2004274号第12条) ① L.
22535条により会計監査役を選任する義務を負い, かつ12ヶ月を１会計年度と
する直近の３会計年度の計算書類について, 社員による正規の承認を受けた有
限会社は, (2009年１月22日オルドナンス第200980号第 71 条)《公衆に対し
て提供手続をとらないことを条件として, 記名社債を発行する》ことができる｡
② 社債の発行は, 株主総会に適用される規定に従って, (2004年12月９日法
律第20041343号第78条XVにより廃止)《通常》社員総会により, 決定され
る｡ 当該証券は, L. 22839条ないし L. 22843条, および L. 22851条所定の社
債を除き, 株式発行会社により発行される社債に適用されうる規定に服する｡











R. 2236 条 ① 出資検査役は, L. 8221 条所定の名簿に登録された会計監査
士または上級及び下級裁判所の作成する名簿中の一つに登録された専門家の中か
ら, 選ばれる｡




D. 22361 条 L. 2239 条第２項の適用について, いかなる現物出資も越える
ことのできない評価額は, 30,000ユーロに定められる｡













R. 2237 条 ① L. 22311条に掲げられている情報書類は, 一切の引受の前
に, 作成される｡ 当該書類は, 引受を申し出た全ての者に, 交付または送付され
る｡
② 当該書類は, 引受人の情報として有益な全ての記載, 少なくとも以下の情報
を含む：
１号 社名, その直前または直後に, L. 2231 条第２項に従って, 有限会社なる






































R. 2239 条 ① L. 22311条に定められている通知書は, 一切の引受の前に,









５号 必要に応じ, 証券償還を保証するために積み立てられた担保, ならびに業
務執行者を特定しかつその者の支払い能力の評価を可能にする情報；
６号 証券の譲渡方法, ならびに必要があるときは, 買い戻しの方法；
７号 証券の名義人団体の存在および組織；
８号 以前に発行された社債の中で, 今回発行時における未償還残額；




R. 22310条 (2006年12月11日デクレ第20061566号第４条) ① R. 22860条
は, 当該条文が L. 22851条第２項, および R. 22861条ないし R. 22864条の適
用条件を決定するという場合を除いて, 社債権者団体の代表者に適用されうる｡
② R. 22865条ないし R. 22869条および R. 22872条ないし R. 22880条は, 社
債権者集会に適用されうる｡
③ R. 22881条ないし R. 22883条は, 社債の償還を保証するために積み立てら
れた担保に, 適用されうる｡
④ R. 22884条ないし R. 22886条は, 保護手続または更正手続または裁判上の
清算の場合に, 適用されうる｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第273 条)
430(809) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)
(流通証券による会社持分表章の禁止)
L. 22312条 会社持分は, 流通証券により表章することができない｡
(1966年７月24日法律第66537号第43条)
(会社持分の譲渡)




かわらず, 定款は, 配偶者・相続人・直系尊属または直系卑属が L. 22314条
所定の要件のもとにおいて承認された後にのみ, 社員となる旨を約定すること
ができる｡》承認を決するため会社に与えられる期間は, L. 22314条所定の期
間を越えることができず, また必要な多数決も L. 22314条所定の要件を厳格






１人が死亡した場合には, 会社は, その相続人とともに, または生存社員のみ
で, 会社が存続することを約定することができる｡ 会社が単独の生存社員によっ
て存続する場合, また承認が相続人に対して拒否された場合は, 相続人は, そ
の被相続人の社員権の価額について権利を有する｡
《④ 会社は, あるいは生存配偶者と共に, あるいは１人または数人の相続人
と共に, あるいは定款によりまたは定款が認めているときは遺言の定めにより







法と政治 64巻 3号 (2013年 11月) 431(808)
において, 社員権の価額は, 民法典第18434 条に従い, 死亡の日をもって決
定される｡》
(会社持分の譲渡)




② 会社が２人以上の社員から構成されるときは, 譲渡案は, 会社に対し, ま






もって, 会社持分を取得しまたは取得させる義務を負う｡ 鑑定費用は, 会社の
負担とする｡ ３ヶ月の期間は, 業務執行者の請求にもとづく裁判上の決定によ
り延長され得るものとされるが, その延長は６ヶ月を越えることはできない｡》




ことができる｡ 支払われるべき総額は, 商事法定利息を含む｡ (2003年８月１







































R. 22312条 ① 前条の適用上自己になされた通知の日から起算して８日の
期間内に, 業務執行者は, 会社持分の譲渡案に関し決議をするために社員会議を
招集し, または定款が認めているときは, 社員に, その譲渡案に関し書面による
審議をさせなければならない｡
② 会社の決定は, 受領通知書請求付書留郵便により, 譲渡人に対し, 通知され
る｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第30条)
法と政治 64巻 3号 (2013年 11月) 433(806)
(８) 同条は, 廃止された｡ 爾後は, 民法典2347条および第2348条により定められる｡











L. 22316条 ① 持分は, 社員間において自由に譲渡することができる｡
② 定款が譲渡を制限する条項を有するときは, L. 22314条の規定を適用す




L. 22317条 会社持分の譲渡は, L. 22114条の規定に服する｡
(1966年７月24日法律第66537号第48条)
(業務執行者の選任・権限・権限の制限)
L. 22318条 ① 有限会社は, １人または２人以上の自然人によって, そ
の業務が執行される｡











R. 22311条 (前述 L. 22313条の参照条文)
民法典第2078条 ① 債権者は, 支払いがない場合においても, 質物の処分を
することができない｡
(譲渡の公示)
R. 22313条 会社持分の譲渡は, R. 2219 条所定の公示手続に服する｡
434(805) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)
② 財産の価額は, 通貨金融法典にいう組織化された市場における当該財産の公的相場が
ないときは, 任意にまたは裁判上選任された専門家により, 移転の日に決定される｡ これ
に反する条項は, すべて記載がないものとみなさる｡
③ 当該評価額が非担保債務の額を超えるときは, 差額と同額が債務者に支払われ, また
質権者である他の債権者が存在するときは, 当該金額は供託される｡
(2004年３月25日オルドナンス第2004274号第16条Ⅰ及びⅡ)《L. 22329条》




③ 定款にとくに定めのないときは, 業務執行者は, 会社の存続期間をもって
選任される｡
④ 社員間の関係においては, 業務執行者の権限は, 定款をもって定め, 定款
の規定のないときは, L. 2214 条に従って定められる｡


















⑨ 《前項と同一の要件のもとに, 業務執行者は, 定款を法令の強行規定と調
和させることができる｡》
⑩ (2005年８月２日法律第2005882号26条Ⅱ)《会社持分が L. 2391 条の適
翻
訳
法と政治 64巻 3号 (2013年 11月) 435(804)
用上賃貸借契約の対象となったときは, 社員による当該決定についての承認と











② 前項の規定にかかわらず, 会計監査役が存在しないときは, 非社員である
業務執行者により締結されるべき契約は, 会議の事前の承認に服する｡
③ 第１項の規定に違反するにもかかわらず, 会社が一人社員のみを有し, か
つ当該契約がその社員との間で締結されるときは, 当該契約に関しては, 決議
記録簿への記載のみがなされる｡


















R. 22316条 ① 業務執行者は, 会計監査役が存在するときは, L. 22719条
に記載された契約の締結の日から起算して１ヶ月以内に, 当該契約を会計監査役
に通知する｡















提供された担保, および, 必要に応じ, 検討されている契約の締結に付着
する利害関係について社員にその評価を可能にする他の一切の事項；





R. 22324条 ① 社員会議のすべての決議は, 開催日時および場所, 議長の











② 書面投票の場合には, 議事録にはその旨の記載がなされ, 各社員の回答が添
付される｡
③ 議事録は, 業務執行者により, また必要に応じて会議の議長により, 作成さ
れ署名される｡ R. 2213 条および R. 2214 条の規定は, 議事録について適用さ
れる｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第42条)









① 業務執行者または社員は, その形式の如何を問わず, 会社から金銭の貸付
けを受けること, 会社をして交互計算その他の開設に同意させること, ならび
に第三者に対する自己の債務について会社をして保証もしくは手形保証をさせ
ることが, 禁止され, これに違反する契約は, 無効とする｡ この禁止は, 社員
である法人の法定代表者に適用される｡
② 当該禁止は, 前項所定の者の配偶者・直系の尊属および卑属, および全て
の仲介者にも適用される｡

























438(801) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)


















R. 22331条 ① 社員が会社資本の10分の１以上を有するときは, 当該社員
は, 共同利益のもとに, 業務執行者に対する会社訴権について, 攻撃するにも防







R. 22332条 ① 会社訴権が, 個別に, あるいは R. 22331条所定の要件のも



























L. 22325条 ① (2004年３月25日オルドナンス第2004274号第17条)《業













































項ないし第６項および L. 2251001 条は, 営業報告書に適用される｡ 業務執











法と政治 64巻 3号 (2013年 11月) 441(798)
(社員の決議方式)




































２号 R. 22325条により一人社員に送付され, その者のために定められた限定
日付；
３号 会社の単独業務執行者たる一人社員による, L. 22331条第２項に記載さ
れた書類の, 商業及び会社登記簿への付託｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第44条)
442(797) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)
(16) comptes 
② 社員は, コンセイユ・デタの議を経たデクレ所定の手続のもとおよび期間
内において, 会議に招集される｡ 招集は, 業務執行者により, 業務執行者によ
る招集を欠くときは, 会計監査役が存在する限り, この者により, なされる｡
(2004年３月25日オルドナンス第2004274号第18条Ⅰ)《会議は, L. 22326条
所定の書類の通知期間満了前には開催されることはできない｡》





て, 出席とみなされる｡ 定款は, 所定の数の社員の利益ために, これらの方法
の使用に対しおよび決定された決議について異議申立権を定めることができる｡》



















法と政治 64巻 3号 (2013年 11月) 443(796)











R. 22319条 ① L. 22326条第１項所定の会議以外の会議を招集する場合に
は, 提案された議案・業務執行者の報告書ならびに会計監査役が存在するときは
その者の報告書が, 会議の期日よりすくなくとも15日以上前に社員に送付される｡




R. 22320条 ① 社員は, 会議開催の少なくとも15日前に, 書留郵便をもっ
て, 招集される｡ その通知は, 議事日程を記載する｡ (2006年12月11日デクレ第






















R. 22322条 ① 書面投票の場合, 提案された議案ならびに社員の情報とし
て必要な書類は, 書留郵便により各社員に送付される｡
② 社員は, 書面による投票を発送するために, 議案受領の日から最短15日の期
間を有する｡
444(795) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)
(議決権の行使・代理行使)
L. 22328条 ① 各社員は, 決定に参加する権利を有し, その有する会社
持分の数と等しい数の議決権を行使する｡
② 社員は, 会社が夫婦２人のみからなる場合を除き, 配偶者により自己を代
理させることができる｡ 社員が２人である場合を除き, 社員は他の社員により
自己を代理させることができる｡
























法と政治 64巻 3号 (2013年 11月) 445(794)
(会社国籍・その他の定款変更)






































R. 22324条 (前述 L. 22319条の参照条文)












L. 22331条 ① L. 22326条の第１項ないし第３項・L. 22327条ないし L.
22330条は, １人の社員しか有しない会社には, 適用されない｡


















法と政治 64巻 3号 (2013年 11月) 447(792)
(金銭出資による資本増加と払込・資金の受戻し・資本増加の不実現)




























R. 22326条 ① 一人社員により会議の地および場所でなされた各決定は, L.




本である旨の証明は, R. 2214 条の規定に従ってなされる｡






448(791) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)
L. 22333条 ① 資本増加がその全部または一部につき現物出資により行
われるときは, L. 2239 条第１項の規定が適用される｡ (2012年３月22日法律

















表明することができる｡ 裁判による決定は, 異議を却下し, または債権の償還,
もしくは, 会社が担保を提供し, かつ当該担保が十分であると認められるとき
は, 担保の設定を命じる｡ 資本減少の実行は, 当該異議の期間中は着手するこ
とができない｡







法と政治 64巻 3号 (2013年 11月) 449(790)
(会計監査役の選任)
























R. 22334条 資本の減少が L. 22334条第４項所定の要件のもとに決定された
とき, 会社持分の買取は, R. 22335条所定の異議の期間の満了のときから３ヶ
月の期間内に行われる｡ 当該買取は, 持分の消却をもたらす｡
(債権者の異議)
R. 22335条 ① 資本の減少に対する債権者の異議の期間は, 当該減少を決
定した決議に関する議事録の商事裁判所書記局への付託の期日から１ヶ月である｡




R. 22336条 計算書類において明らかにされた損失により, 会社の自己資本




450(789) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)
(業務執行者ではない社員による質問)






L. 22337条 ① 会社資本の10分の１以上を有する１人または２人以上の




③ 請求が正当であるとき, 裁判による決定は, 鑑定人の職務および権限の範
囲を定める｡ 決定は, 報酬について, 会社に責任を負わせることができる｡
④ 報告書は, 原告・検察官・企業委員会・会計監査役・業務執行者に送付さ















R. 22330条 ① L. 22337条第１項所定の要件のもとに, １または２以上の
業務執行の実行に関する報告書を提出する義務を負う鑑定人は, 裁判所書記官が
法と政治 64巻 3号 (2013年 11月) 451(788)
(会計監査役の任期・兼任禁止および退任後の就職制限)
L. 22338条 (2005年９月８日オルドナンス第20051126号第20条Ⅲにより





《１号 業務執行者, 一人社員ならびにその配偶者, ４親等内の尊属・卑属お
よび傍系親族；
《２号 現物出資者および特別利益の受益者；












《Ⅲ. ― 会計監査役は, 退任後５年間は, 監査をした会社の業務執行者とな












② 共和国検事の鑑定の申請書は, 申立により提出される｡ 裁判所書記官は, 共
和国検事に召喚期日を通知する｡
③ 鑑定報告書は, 裁判所書記課に付託される｡ 裁判所書記官は, その閲覧を確
実に行う｡
(1967年３月23日デクレ第67236号444 条)
452(787) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)
(19) 爾後は, 商法典 L. 8221 条以下参照｡
セントを有する会社または被監査会社が資本の10パーセントを有する会社の,
業務執行者・取締役・執行役員・業務執行役員会または業務監査役員会の構成


















① 会計監査役は, 遅くとも社員と同時に, 総会または書面決議に関する通知
を受ける｡ 会計監査役は, 総会に出席することができる｡




L. 22340条 ① 真実の利益に対応しない利益配当に関する返還請求は,
これを受領した社員に対してなされることができる｡




[参照条文] R. 223-28条 (前述 L. 22326条の参照条文)
法と政治 64巻 3号 (2013年 11月) 453(786)
(20) 爾後は, 商法典 L. 82211 条参照｡
(21) 爾後は, 商法典 L. 82031 条参照｡
(22) 爾後は, 商法典 L. 8221 条以下参照｡
454(785) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)
(1966年７月24日法律第66537号第67条)
(社員の裁判上の清算・更生手続における個人制裁・死亡等)
L. 22341条 ① 有限会社は, 社員の一人に対して, 裁判上の清算判決・
更生手続における個人制裁・L. 6538 条所定の業務執行の禁止または無能力の
措置が宣告されるときは, 解散されない｡























































R. 22336条 L. 22334条を参照
(23) 	
法と政治 64巻 3号 (2013年 11月) 455(784)
